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○薩摩川内市優良建設工事施工企業等表彰実施要綱  

平成１９年１１月１日  

告示第４９０号  

改正 平成２１年１０月１日告示第７５０号  

平成２２年１０月１９日告示第６０５号  

平成２５年７月３日告示第５４５号  

平成２８年２月２９日告示第１０１号  

平成２９年６月１９日告示第４１５号  

令和２年１０月２６日告示第６３８号  

令和４年４月１日告示第２３１号  

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、本市が発注する建設工事について適正な施工を確保すると

ともに、技術の向上に資するため、優良な建設工事に対し、その建設工事を行

った企業及び技術者を他の模範として表彰することに関し、必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１） 建設工事 薩摩川内市工事成績評定要領（平成１６年１１月策定。以

下「成績評定要領」という。）第２条に規定する工事成績評定対象工事をい

う。 

（２） 企業 本市の入札参加資格業者（特定建設工事共同企業体を含む。）

であり、かつ、本市が発注した工事を元請負したものをいう。 

（３） 表彰対象年度 表彰年度の前年度をいう。 

（表彰の種類） 

第３条 表彰の種類は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 最優良建設工事施工企業表彰 

（２） 優秀技術者表彰 

（３） 優良建設工事施工企業表彰 

（４） 若手技術者表彰 

（５） 特別表彰 

（表彰の部門） 

第４条 表彰の対象となる建設工事の部門は、次に掲げるとおりとする。た
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だし、第１号から第８号までの部門には、災害復旧工事は含まないものとする

。 

 

（１） 土木一式工事部門 

（２） 建築一式工事部門 

（３） 舗装工事部門 

（４） 電気工事部門 

（５） 管工事部門 

（６） 造園工事部門 

（７） 水道施設工事部門 

（８） その他工事部門 

（９） 災害復旧工事部門 

（優秀技術者表彰の対象等） 

第５条 優秀技術者表彰は、前条各号に掲げる部門（以下単に「部門」という。） 

ごとに、表彰対象年度に完成した建設工事で、成績評定要領第５条に規定する

評定点（以下「評定点」という。）が、第３項に規定する点数である建設工事

を担当した技術者（監理（主任）技術者をいう。以下同じ。）を対象とし、当

該建設工事を共同企業体で施工した場合は、構成する各企業の技術者を表彰の

対象とするものとする。 

２ 各部門の表彰件数は、前条第１号から第８号までに掲げる部門における表彰

対象年度に完成した建設工事の件数を合計した数を１０で除した数で部門ごと 

の当該建設工事の件数を除した数（小数点以下の端数は切り上げる。）とする。 

３ 当該表彰における建設工事の選定は、前項の規定により算出された各部門の

表彰件数（以下単に「表彰件数」という。）に基づき、評定点が８４点以上の

建設工事のうち、評定点の高いものから順に行う。ただし、評定点が同点とな

ることにより、選定する建設工事の数が当該表彰件数を超える場合は、前項の

規定にかかわらず、当該同点となった建設工事全てを選定するものとする。 

４ 同一の部門において、同一の技術者が複数の表彰の対象となる場合は、当該

技術者は、評定点の高い工事をもって表彰するものとし、評定点が同じ場合に

は契約金額の高い工事をもって表彰するものとする。この場合において、表彰

件数の範囲内で、次点の者を繰り上げて表彰の対象とするものとする。 

５ 前各項の規定にかかわらず、表彰対象年度中に担当した建設工事のうち１件

でも７０点未満の評定点のものがある技術者は、その対象とはしないものとす

る。この場合において、表彰件数の範囲内で、次点の者を繰り上げて表彰の対

象とするものとする。 

（優良建設工事施工企業表彰の対象等） 

第６条 優良建設工事施工企業表彰は、部門ごとに、表彰対象年度に完成し、か
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つ、評定点において優れた成績を修めた建設工事を施工した企業（以下「優良

建設工事施工企業」という。）を対象とし、当該建設工事を共同企業体で施工

した場合は、構成する各企業を表彰の対象とするものとする。 

２ 前条第２項から第５項までの規定は、優良建設工事施工企業表彰による場合

について準用する。この場合において、同条第４項及び第５項中「技術者」と

あるのは「企業」と読み替えるものとする。 

（最優良建設工事施工企業表彰の対象） 

第７条 最優良建設工事施工企業表彰は、優良建設工事施工企業のうち最も高い

評定点の建設工事を施工し、かつ、当該建設工事を施工した企業の表彰対象年

度における評定点の平均点が同年度の全ての建設工事の評定点の平均点以上で

あるものを対象とする。この場合において、表彰対象年度中に受注した建設工

事のうち１件でも７０点未満の評定点のものがある企業は、その対象とはしな

いものとする。 

（若手技術者表彰の対象） 

第８条 若手技術者表彰は、建設工事で、評定点が８２点以上である建設工事を

担当した若手技術者（技術者として選任した旨の通知時において、３５歳未満

の者をいう。）を対象とする。この場合において、表彰対象年度中に担当した

建設工事のうち１件でも７０点未満の評定点のものがある技術者は、その対象

とはしないものとする。 

２ 前項前段の規定にかかわらず、第５条の優秀技術者表彰の対象となった技術

者は、若手技術者表彰の対象とはしないものとする。 

３ 同一の技術者が複数の若手技術者表彰の対象となる場合は、工事成績評定点

の高い工事をもって表彰するものとし、評定点が同じ場合には契約金額の高い

工事をもって表彰するものとする。 

（特別表彰の対象等） 

第９条 特別表彰は、５年度間で３回、第４条に掲げる建設工事の同一部門にお

いて、優秀技術者表彰を受けることとなった技術者及び最優良建設工事施工企

業表彰又は優良建設工事施工企業表彰を受けることとなった企業を対象とし、

優秀技術者表彰又は最優良建設工事施工企業表彰若しくは優良建設工事施工企

業表彰を３回目に受ける年度において、これらの表彰に重ねて行うものとする。

ただし、特別表彰の対象となる期間及び回数は、特別表彰を受けた年度の翌年

度から新たに起算するものとする。 

（失格事項） 

第１０条 前５条の規定にかかわらず、表彰の対象となる建設工事を施工した企

業が次の各号のいずれかに該当するときは、表彰の対象としない。 

（１） 表彰対象年度の初日から表彰の前日までの間において、指名停止処分
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を受けたとき。 

（２） 本市に納付すべき市税等を滞納しているとき。 

（被表彰者の決定等） 

第１１条 被表彰者の決定の方法等は、市長が別に定める。 

（表彰の方法） 

第１２条 表彰は、被表彰者に対し表彰状及び副賞を授写して行うものとする。 

（表彰の時期） 

第１３条 表彰は、市長が定める日に行うものとする。 

（表彰の取消） 

第１４条 市長は、表彰した日から１年以内の期間において、被表彰者が第１０

条各号のいずれかに該当するときは、当該表彰の決定を取り消すことができる

ものとする。 

（その他） 

第１５条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（平成２１年１０月１日告示第７５０号） 

（施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第６条の規定は、平成２１年度以後の年度を表彰対象年度とする優

良建設工事施工企業表彰について適用する。この場合において、平成２１年度

を表彰対象年度とする優良建設工事施工企業表彰に限り、同条の規定中「表彰

対象年度中」とあるのは「平成２１年１０月１日以後」とする。 

附 則（平成２２年１０月１９日告示第６０５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第４条から第６条までの規定は、平成２２年度以後の年度を表彰対

象年度とする最優良建設工事施工企業表彰、優秀技術者表彰及び優良建設工事

施工企業表彰について適用する。 

附 則（平成２５年７月３日告示第５４５号） 

この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（平成２８年２月２９日告示第１０１号） 
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（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第４条から第６条までの規定は、平成２８年度を表彰対象年度とす

る最優良建設工事施工企業表彰、優秀技術者表彰及び優良建設工事施工企業表

彰について適用する。 

附 則（平成２９年６月１９日告示第４１５号） 

この告示は、告示の日から施行し、改正後の薩摩川内市優良建設工事施工企業

等表彰実施要綱の規定は、平成３０年度以後の年度分の表彰について適用する。 

附 則（令和２年１０月２６日告示第６３８号） 

この告示は、告示の日から施行し、改正後の薩摩川内市優良建設工事施工企業

等表彰実施要綱の規定は、令和３年度以後の年度分の表彰について適用する。 

附 則（令和４年４月１日告示第２３１号） 

この告示は、告示の日から施行し、改正後の薩摩川内市優良建設工事施工企業

等表彰実施要綱の規定は、令和４年度以後の年度を表彰対象年度とする表彰につ

いて適用する。  

 

 


